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研究要旨 

本研究では日本老年学的評価研究（JAGES）の 2003 年，2006 年，2010 年の 3時点パ

ネルデータを用い，社会参加が将来の物忘れ発生の予測因子になりうるかを検証した． 

2003年に物忘れがない2,066人を対象にし，2010年の物忘れありを従属変数とし，社

会参加4群（①2003年と2006年両方で社会参加あり，②2003年のみ社会参加あり，③200

6年のみ社会参加あり，④2003年2006年両方で社会参加なし）を独立変数としたロジス

ティク回帰分析を行った．性別，年齢，教育年数，等価所得，主観的健康感，高齢者抑

うつ（GDS），社会的ネットワーク，社会的サポートを調整変数として用いた． 

その結果，2010年に「物忘れあり」になるリスクについて，2003年と2006年の両方と

もに社会参加をしていなかった者をリファレンスとした場合，2003年と2006年の両方で

社会参加をしていた者のORは0.49，2003年に社会参加なしで，2006年に社会参加ありだ

った者のORは0.83であった.2003年のみ社会参加ありの者は統計的に有意ではなく，高

齢者の社会参加の有無は，将来の物忘れ発生の予測因子になりうる可能性が示唆され

た． 

 

 

A. 研究目的 

2012年に約462万人であった認知症高齢者

は，2025年には約700万人にまで急増すると予

測されており，認知症予防対策は重要な課題

の一つとなっている． 

竹田ら（2015）は認知症を伴う要介護認定

発生のリスクスコアの開発研究において，5

年間のAGES（愛知老年学的評価研究）コホー

トデータ（6自治体，n=6,796人）を用いた検

証の結果，物忘れの自覚がある者は自覚がな

い者に比べて，5年後に要介護認定を受けるリ

スクが2.8倍であるとしている1）．物忘れの自

覚が認知症リスクであることは，複数の研究

でも報告されている2-3）．認知症の初期から，

軽度の物忘れが見られ，それが意欲の低下や

やる気のなさ，周囲への興味や関心の薄れに

繋がるとされている4-5）． 

他方で，1990年代以降より，認知症の心理・

社会的な要因として，社会的ネットワークや

趣味などの社会参加との関連性が報告され始

め6-8），スポーツの会などに参加する高齢者は

転倒 9）や要介護状態になる率が低いことなど
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が報告されている10）． 

そこで，本研究の目的は，2003 年，2006

年，2010 年の 3 時点パネルデータを用い，社

会参加が将来の物忘れ発生の予測因子になり

うるかを検証することとした． 

 

B. 研究方法 

1．用いたデータ  

JAGES（日本老年学的評価研究）の3時点の

パネルデータ（2003年，2006年，2010年；n=

2,066）データを用いた． 

 

2．分析モデル 

 2003年に「物忘れがなかった者」を対象に，

2003年と2006年の社会参加の有無が2010年の

物忘れにどれくらい影響を及ぼしているかを

検証した． 

 

3．用いた変数  

1）物忘れ  

「周りの人から物忘れがあると言われてい

る」と答えた者を「物忘れあり」とみなした． 

 

表1 物忘れありの者 

物忘れ 

あり 

2003年 2006年 2010年 

486人 

（19.0%） 

585人 

（23.0%） 

600人 

（23.8%） 

 

2) 社会参加 

ボランティアの会，スポーツの会，趣味の 

会，老人クラブ，町内会・自治会のいずれか

に週 1 回以上参加していることを「社会参加

あり」の者とみなした． 

 社会参加は，参加形態によって 4 つのカテ

ゴリーで分類し，分析に用いた． 

①  2003 年と 2006 年両方で社会参加あり 

②  2003 年のみ社会参加あり 

③  2006 年のみ社会参加あり 

④  2003 年 2006 年両方で社会参加なし 

 

表 2 社会参加の分布 

 N（人） ％ 

2003 年と 2006 年両方で 

社会参加あり 
990 55.6 

2003 年のみ社会参加あり 213 12.0 

2006 年のみ社会参加あり 231 13.0 

2003 年と 2006 年両方で 

社会参加なし 
347 19.5 

合計 1,781 100 

 

3) 調整変数 

性別（女性：0，男性：1），年齢（後期高齢

者：0，前期高齢者：1），教育年数（中学校以

下：0，高等学校以上：1），等価所得（年間

199 万円以下：1．200-399 万円：2，400 万円

以上：3），主観的健康感（悪い：0，良い：1），

高齢者抑うつ（うつなし：1，うつ傾向：2，

うつ：3），社会的ネットワーク（なし：0，あ

り：1），社会的サポート（なし：0，あり：1）

を調整変数として用いた． 

 

4．分析方法 

2003年に物忘れがない者を対象にした． 

2010年の物忘れありを従属変数とし，社会参

加4群（①2003年と2006年両方で社会参加あり，

②2003年のみ社会参加あり，③2006年のみ社

会参加あり，④2003年2006年両方で社会参加

なし）を独立変数としたロジスティクス回帰

分析を行った．性別，年齢，教育年数，等価

所得，主観的健康感，高齢者抑うつ（GDS），

社会的ネットワーク，社会的サポートは調整

変数として用いた． 

本研究で用いるデータに関しては，千葉大

学及び日本福祉大学の「人を対象とする研究」
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に関する研究倫理審査委員会の審査・承認済

みである． 

 

 

C. 研究結果 

2010年に「物忘れあり」になるリスクにつ

いて検証した結果，2003年と2006年の両方と

もに社会参加をしていなかった者をリファレ

ンスとした場合，2003年と2006年の両方とも

に社会参加していた者のORは0.49，2003年は

社会参加なしで，2006年は社会参加ありだっ

た者のORは0.83であった.2003年のみ社会参

加ありの者は統計的に有意ではなかった． 

 

表3 「2010年の物忘れあり」と「社会参加」

のロジステック回帰分析結果 

（性別，年齢，教育年数，等価所得，主観的

健康感，高齢者抑うつ（GDS），社会的ネット

ワーク，社会的サポート調整） 

 P 
Odds 

Ratio 

95% 信頼区間 

Low High 

2003年，2006年両方社会参加なし 

（reference） 

1 0.01 0.49 0.29 0.84 

2 0.43 1.12 0.78 1.80 

3 0.04 0.83 1.02 1.97 

1. 2003年，2007年両方社会参加あり 

2．2003年のみ社会参加あり 

3．2007年のみ社会参加あり 

 

D. 考察 

本研究では 2003 年，2006 年，2010 年の 3

時点パネルデータを用い，社会参加が将来の

物忘れの予防因子(予測因子)になりうるかを

検証した． 

その結果，2003年と2007年両方ともに社会

参加をしていた者は，両方とも社会参加をし

ていない者に比べて，「物忘れあり」になる

オッズ比が0.49であった．また，2003年は社

会参加なしで，2006年は社会参加ありだった

者のORは0.83であった.社会参加の有無は，将

来の物忘れの発症リスクの予測因子となる可

能性が示唆された．  

E. 結論 

JAGESの3時点のパネルデータ（2003年，20

06年，2010年；n=2,066）データを用いて検証

した結果，高齢者の社会参加の有無は，将来

の物忘れ発症の予測因子になりうる可能性が

示唆された． 
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